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１．趣旨 

 本議題は、準備行為期間中における長期施設管理計画認可申請等の審査の方

針及び審査のプロセスの了承を諮るものである。 

 

２．経緯 

令和５年 10月１日に施行された脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確

立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）

附則第４条から第６条までの規定に基づき、改正法の本格施行（令和７年６月

６日）までの経過措置期間中（以下「準備行為期間中」という。）に、長期施設

管理計画の認可申請が多数なされる予定である。 

準備行為期間中の長期施設管理計画認可申請の審査については、既に原子力

規制委員会として確認している現行制度の高経年化技術評価1及び運転期間延長

認可2（以下「既認可等」と総称する。）の確認内容を活用し合理的な審査実務に

努めるという方針が、令和４年度第 57 回原子力規制委員会（令和４年 12 月 14

日）で議論されている（参考１の「３．検討状況（３）準備行為における審査の

在り方」参照）。 

 

３．審査の方針（委員会了承事項） 

準備行為期間中の長期施設管理計画認可申請の審査について、以下の方針に

より実施することを了承いただきたい。 

（１）現行制度下での残存期間を超えない期間について作成される長期施設管理

計画については、既認可等で確認した劣化評価の技術的内容が引き続き妥当

であるかを、以下のとおり確認する。また、新制度で新たに追加された事項

（技術の旧式化、品質マネジメントシステム等）については、新たに策定し

た審査基準への適合性を確認する。 

① 既認可等以降の最新知見の反映状況 

最新知見が適切に収集されているか、また、それらの知見を踏まえて、

劣化評価の方法や判断基準等の見直しが適切に行われているか確認する。 

② 評価対象機器の更新状況 

設備変更等による評価対象機器の更新（特定重大事故等対処施設の追加

を含む）が適切に行われているか確認する。 

 
1 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 82 条第１項から第３項に規定する経年劣化に関す

る技術的な評価及びその評価結果に基づき策定された長期施設管理方針に関する保安規定の変更の

認可 
2 原子炉等規制法第 43 条の３の 32 第２項に規定する運転期間の延長の認可 
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③ 劣化評価の結果の基準適合性 

①,②を踏まえた評価が行われ、その評価の結果が判定基準を満足するか

確認する。 

（２）準備行為期間中に、既認可等での劣化評価の実績がない長期施設管理計画

（新たに運転開始から 30 年目を迎える発電用原子炉等）の申請があった場合

は、その申請内容の審査基準への適合性を全て確認する。 

 

４．審査のプロセス（委員会了承事項） 

準備行為期間中の長期施設管理計画認可申請等の審査については、以下のプ

ロセスにより実施することを了承いただきたい。 

 「実用発電用原子炉の長期施設管理計画等に係る審査会合」を設置する。 

 本審査会合は、担当審議官以下の審査チームで審査を行う3。 

 現行の「原子力発電所の高経年化技術評価等に係る審査会合」（担当審議

官出席）は本審査会合に一元化する。 

なお、現在審査中の運転期間延長認可申請については、これまでと同様、

「原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合」（担当委員出席）で

審査を行う。 

 

【附属資料一覧】 

 参考１ 令和４年度第 57 回原子力規制委員会（令和４年 12 月 14 日）資料

１（高経年化した発電用原子炉に関する安全規制の検討（第４

回）） 

参考２ 実用発電用原子炉の長期施設管理計画の審査基準 

参考３ 既存の原子炉に関する手続き（個別炉ごとの手続き） 

 

 
3 準備行為期間中には、残存期間を活用した現行制度から新制度へ移行するための長期施設管理計画申

請の他、３．（２）のとおり既認可等での劣化評価の実績がない長期施設管理計画の認可申請（女川

２号：３０年目、高浜２号：５０年目）が予想されるが、これらについては仮に現行制度における申

請であっても原子力発電所の高経年化技術評価等に係る審査会合で審査を行うこととなるものであ

り、審査体制は今回提案するものと差はない。 
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